
別紙様式第21号 

 

申請日 2024年 ６月 28日  

一般社団法人 投資信託協会 

会 長 殿 

 

三菱ＵＦＪアセットマネジメント株式会社 

取締役社長  横川 直 

 

 

正会員の財務状況等に関する届出書 

 

当社の財務状況等に係る会計監査が終了いたしましたので、貴協会の定款の施行に関する規則第10

条第１項第17号イの規定に基づき、下記のとおり報告いたします。 

 

１ 委託会社等の概況 

（１）資本金の額等 
2024 年 5 月末現在、資本金は 2,000 百万円です。なお、発行可能株式総数は 400,000 株で

あり、211,581株を発行済です。最近５年間における資本金の額の増減はありません。 
 
（２）委託会社の機構 

・会社の意思決定機構 

業務執行の基本方針を決定し、取締役の職務の執行を監督する機関として、取締役会を設置

します。取締役の選任は、総株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席する株主総会

にてその議決権の過半数をもって行い、累積投票によらないものとします。また、取締役会

で決定した基本方針に基づき、経営管理全般に関する執行方針その他重要な事項を協議・決

定する機関として、経営会議を設置します。 

 
・投資運用の意思決定機構 

①投資環境見通しの策定 

投資環境会議において、国内外の経済・金融情報および各国証券市場等の調査・分析に基

づいた投資環境見通しを策定します。 

②運用戦略の決定 

運用戦略・管理委員会において、①で策定された投資環境見通しに沿って運用戦略を決定

します。 

③運用計画の決定 

②で決定された運用戦略に基づいて、各運用部はファンド毎の運用計画を決定します。 

④ポートフォリオの構築 

各運用部の担当ファンドマネジャーは、運用部から独立したトレーディング部に売買実行

の指示をします。トレーディング部は、事前のチェックを行ったうえで、最良執行をめざ

して売買の執行を行います。 

  



⑤運用部門による自律的な運用管理 

運用部門は、投資行動がファンドコンセプトおよびファンド毎に定めた運用計画に沿って

いるかどうかの自律的なチェックを行い、運用部門内の管理担当部署は逸脱がある場合は

速やかな是正を指示します。また、運用戦略・管理委員会を通じて運用状況のモニタリン

グを行い、運用部門内での自律的牽制により運用改善を図ります。 

⑥管理担当部署による運用管理 

運用部から独立した管理担当部署は、（a）運用に関するパフォーマンス測定・分析のほか、

（b）リスク管理および法令・信託約款などの遵守状況等のモニタリングを実施します。

この結果は、（a）についてはファンド管理委員会を経て運用担当部・商品開発担当部にフ

ィードバックされ、（b）についてはリスク管理委員会を通じて運用担当部にフィードバッ

クされ、必要に応じて部署間連携の上で是正・改善の検討が行われます。 

⑦ファンドに関係する法人等の管理 

受託会社等、ファンドの運営に関係する法人については、その業務に関する委託会社の管

理担当部署が、体制、業務執行能力、信用力等のモニタリング・評価を実施します。この

結果は、商品企画委員会等を通じて委託会社の経営陣に報告され、必要に応じて是正が指

示されます。 

⑧運用・管理に関する監督 

内部監査担当部署は、運用、管理等に関する委託会社の業務全般についてその健全性・適

切性を担保するために、リスク管理、内部統制、ガバナンス・プロセスの適切性・有効性

を検証・評価します。その評価結果は問題点の改善方法の提言等も含めて委託会社の経営

陣に報告される、内部監査態勢が構築されています。 

 
ファンドの運用体制等は、今後変更される可能性があります。 

２ 事業の内容及び営業の概況 
「投資信託及び投資法人に関する法律」に定める投資信託委託会社である委託会社は、証券投資

信託の設定を行うとともに「金融商品取引法」に定める金融商品取引業者としてその運用（投資

運用業）等を行っています。また「金融商品取引法」に定める第二種金融商品取引業および投資

助言業務を行っています。 
2024 年 5 月 31 日現在における委託会社の運用する証券投資信託は以下の通りです。（親投資信

託を除きます。） 
 
 
 

商品分類 
本 数 純資産総額 

（本） （百万円） 

追加型株式投資信託 830 34,787,186 

追加型公社債投資信託 16 1,569,411 

単位型株式投資信託 95 418,728 

単位型公社債投資信託 49 98,111 

合 計 990 36,873,436 

 
なお、純資産総額の金額については、百万円未満の端数を四捨五入して記載しておりますので、

表中の個々の数字の合計と合計欄の数字とは一致しないことがあります。 
 



３ 委託会社等の経理状況  

（１）財務諸表の作成方法について 

委託会社である三菱ＵＦＪアセットマネジメント株式会社（以下「当社」という。）の財務諸表

は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則（昭和 38年大蔵省令第 59号）」（以下「財

務諸表等規則」という。）第 2 条の規定により、財務諸表等規則及び「金融商品取引業等に関する

内閣府令（平成 19年内閣府令第 52号）」に基づき作成しております。 

なお、財務諸表に掲載している金額については、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。 

 

 

（２）監査証明について 

当社は、金融商品取引法第 193条の 2第 1項の規定に基づき、第 39期事業年度（自 2023年 4月

1 日 至 2024 年 3 月 31 日）の財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる監査を受けて

おります。 



 

 

独立監査人の監査報告書 
 

2024年 6月 7日 

 

三菱ＵＦＪアセットマネジメント株式会社 

取 締 役 会  御 中 

 

有限責任監査法人ト ー マ ツ 

東 京 事 務 所 

指定有限責任社員 
     

業 務 執 行 社 員 
 公認会計士 山 田 信 之 

指定有限責任社員 
     

業 務 執 行 社 員 
 公認会計士 田 嶋 大 士 

 

監査意見 

当監査法人は、金融商品取引法第 193条の 2第 1項の規定に基づく監査証明を行うため、「委託会社

等の経理状況」に掲げられている三菱ＵＦＪアセットマネジメント株式会社の 2023 年 4 月 1 日から

2024 年 3 月 31 日までの第 39 期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本

等変動計算書、重要な会計方針及びその他の注記について監査を行った。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に

準拠して、三菱ＵＦＪアセットマネジメント株式会社の 2024 年 3 月 31 日現在の財政状態及び同日を

もって終了する事業年度の経営成績を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 

監査意見の根拠 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。

監査の基準における当監査法人の責任は、「財務諸表監査における監査人の責任」に記載されてい

る。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、

監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分か

つ適切な監査証拠を入手したと判断している。 

 

その他の記載内容 

その他の記載内容は、監査した財務諸表を含む開示書類に含まれる情報のうち、財務諸表及びその

監査報告書以外の情報である。 

当監査法人は、その他の記載内容が存在しないと判断したため、その他の記載内容に対するいかな

る作業も実施していない。 

 

財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表

を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれ

る。 

財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき財務諸表を作成することが適切

であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継

続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。 

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監

視することにある。 



 

 

財務諸表監査における監査人の責任 

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表に不正又は誤謬による

重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から財

務諸表に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があ

り、個別に又は集計すると、財務諸表の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合

に、重要性があると判断される。 

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。 

・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスク

に対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さら

に、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。 

・ 財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査

人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連

する内部統制を検討する。 

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上

の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。 

・ 経営者が継続企業を前提として財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手し

た監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重

要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認め

られる場合は、監査報告書において財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確

実性に関する財務諸表の注記事項が適切でない場合は、財務諸表に対して除外事項付意見を表明

することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいて

いるが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。 

・ 財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準

に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた財務諸表の表示、構成及び内容、

並びに財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。 

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で

識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているそ

の他の事項について報告を行う。 

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定

を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を

除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフ

ガードを適用している場合はその内容について報告を行う。 

 

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係は

ない。 

以 上 

 

（注） 上記の監査報告書の原本は当社が別途保管しております。 

 

 



 

（１）【貸借対照表】 

(単位：千円) 

  第 38期 
(2023年 3月 31日現在) 

   第 39期 
   (2024 年 3月 31日現在) 

(資産の部)             

流動資産             

 現金及び預金   ※2 51,733,041   ※2 58,206,340 

 有価証券     1,579,691     15,283 

 前払費用     770,747     679,199 

 未収入金     81,854     138,388 

 未収委託者報酬     16,753,855     21,064,747 

 未収収益   ※2 688,142   ※2 1,485,701 

 金銭の信託     10,400,000     10,500,500 

 その他     745,576     371,400 

流動資産合計     82,752,908     92,461,561 

              

固定資産             

 有形固定資産             

  建物   ※1 181,551   ※1 2,936,036 

  器具備品   ※1 730,357   ※1 1,531,857 

  土地     628,433     628,433 

  建設仮勘定   1,111,177   45,140 

  有形固定資産合計     2,651,520     5,141,467 

無形固定資産             

  電話加入権     15,822     15,822 

  ソフトウェア     4,183,644     5,008,987 

  ソフトウェア仮勘定     1,907,739     1,587,548 

  無形固定資産合計     6,107,206     6,612,357 

投資その他の資産             

  投資有価証券     12,022,365     13,788,071 

  関係会社株式     159,536     159,536 

  投資不動産   ※1 807,066   ※1 1,788,120 

  長期差入保証金     689,492     689,867 

  前払年金費用     118,832     47,573 

  繰延税金資産     1,675,132     1,088,836 

  その他     45,230     45,230 

  貸倒引当金     △23,600     △23,600 

  投資その他の資産合計     15,494,056     17,583,636 

固定資産合計     24,252,782     29,337,461 

資産合計     107,005,691     121,799,022 

              

  



 

(単位：千円) 

  第 38期 
(2023年 3月 31日現在) 

  第 39期 
  (2024年 3月 31日現在) 

(負債の部)             

流動負債             

 預り金     507,559     807,451 

 未払金             

  未払収益分配金     114,094     105,550 

  未払償還金     7,418     43,553 

  未払手数料   ※2 6,139,595   ※2 7,523,485 

  その他未払金   ※2 955,697   ※2 885,002 

 未払費用   ※2 5,778,896   ※2 8,611,140 

 未払消費税等     439,657     623,219 

 未払法人税等     2,375,281     2,235,007 

 賞与引当金     849,840     1,182,242 

 役員賞与引当金     154,872     175,992 

 その他     5,517     12,303 

流動負債合計     17,328,431     22,204,949 

              

固定負債             

 退職給付引当金     1,333,882     1,608,101 

 役員退職慰労引当金     75,667     30,105 

 時効後支払損引当金     254,296     250,350 

  資産除去債務   -   1,428,586 

  その他   -   29,109 

固定負債合計     1,663,846     3,346,253 

負債合計     18,992,277     25,551,202 

              

(純資産の部)             

株主資本             

 資本金     2,000,131     2,000,131 

 資本剰余金             

  資本準備金     3,572,096     3,572,096 

  その他資本剰余金     41,160,616     41,160,616 

  資本剰余金合計     44,732,712     44,732,712 

 利益剰余金             

  利益準備金     342,589     342,589 

  その他利益剰余金             

   別途積立金     6,998,000     6,998,000 

   繰越利益剰余金     33,267,700     40,236,787 

  利益剰余金合計     40,608,289     47,577,377 

 株主資本合計     87,341,133     94,310,221 

  



 

(単位：千円) 

  第 38期 
(2023年 3月 31日現在) 

  第 39期 
  (2024年 3月 31日現在) 

評価・換算差額等             

その他有価証券評価差額金      672,279     1,937,598 

 評価・換算差額等合計     672,279     1,937,598 

純資産合計     88,013,413      96,247,820 

負債純資産合計   107,005,691   121,799,022 

 



 

（２）【損益計算書】 

(単位：千円) 

  
第 38期 

（自 2022年 4月 1日 
   至 2023年 3月 31日） 

第 39期 
（自 2023年 4月 1日 

   至 2024年 3月 31日） 

営業収益             

 委託者報酬     84,121,445     98,635,342 

 投資顧問料     2,750,601     3,117,320 

 その他営業収益     10,412     148,442 

営業収益合計     86,882,459     101,901,104 

営業費用             

 支払手数料   ※4 31,461,274   ※4 34,494,219 

 広告宣伝費     798,894     593,586 

 公告費     375     1,017 

 調査費             

  調査費     2,849,042     3,537,103 

  委託調査費     19,236,505     27,296,058 

 事務委託費     1,751,807     1,861,577 

 営業雑経費             

  通信費     113,480     137,737 

  印刷費     367,379     390,143 

  協会費     58,128     68,869 

  諸会費     18,447     20,108 

  事務機器関連費     2,238,382     2,531,009 

その他営業雑経費     -     139,012 

営業費用合計     58,893,717     71,070,444 

一般管理費             

 給料             

  役員報酬     416,461     400,592 

  給料・手当     6,565,766     7,202,711 

  賞与引当金繰入     849,840     1,182,242 

  役員賞与引当金繰入     154,872     175,992 

 福利厚生費     1,279,885     1,424,215 

 交際費     8,942     10,054 

 旅費交通費     75,274     108,782 

 租税公課     403,955     397,138 

 不動産賃借料     719,707     728,550 

 退職給付費用     388,176     381,449 

 固定資産減価償却費     2,418,341     2,469,755 

 諸経費     444,313     490,104 

一般管理費合計     13,725,534     14,971,590 

営業利益     14,263,207     15,859,070 

  



 

(単位：千円) 

  
第 38期 

（自 2022年 4月 1日 
   至 2023年 3月 31日） 

第 39期 
（自 2023年 4月 1日 

   至 2024年 3月 31日） 

営業外収益             

 受取配当金     47,353     54,618 

 受取利息   ※4 10,279   ※4 12,836 

 投資有価証券償還益     609,102     204,527 

収益分配金等時効完成分     94,351     17,722 

受取賃貸料   ※4 65,808   ※4 162,111 

 その他     36,894     44,734 

営業外収益合計     863,788     496,550 

営業外費用             

 投資有価証券償還損     32,995     234,700 

時効後支払損引当金繰入     31,951     - 

事務過誤費     2,680     10,822 

賃貸関連費用     14,262     108,773 

その他     32,394     25,903 

営業外費用合計     114,284     380,199 

経常利益     15,012,711     15,975,421 

特別利益             

 投資有価証券売却益     387,113     464,927 

  固定資産売却益   -  ※1 16,229 

  資産除去債務履行差額   -   87,050 

特別利益合計     387,113     568,207 

特別損失             

 投資有価証券売却損     15,828     57,011 

 投資有価証券評価損     104,554     31,651 

 固定資産除却損   ※3 32,791   ※3 20,246 

  固定資産売却損   -  ※2 65,427 

 減損損失  ※5 315,350   - 

  企業結合関連費用   -  ※6 1,187,136 

特別損失合計     468,524     1,361,473 

税引前当期純利益     14,931,300     15,182,154 

法人税、住民税及び事業税   ※4 4,860,444   ※4 4,542,085 

法人税等調整額     △271,471     102,468 

法人税等合計     4,588,973     4,644,553 

当期純利益     10,342,327     10,537,601 

 



 

（３）【株主資本等変動計算書】 

   第 38期（自 2022年 4月 1日 至 2023 年 3月 31日） 

 (単位：千円) 

  

株主資本 

資本金 

資本剰余金 

資本 

準備金 

その他 

資本剰余金 

資本 

剰余金合計 

当期首残高 2,000,131 3,572,096 41,160,616 44,732,712 

当期変動額         

剰余金の配当         

当期純利益         

株主資本以外の項目の 

当期変動額(純額) 
        

当期変動額合計 ― ― ― ― 

当期末残高 2,000,131 3,572,096 41,160,616 44,732,712 

 

  

 

利益剰余金 

株主資本合計 利益 

準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余金 

合計 
別途 

積立金 

繰越利益 

剰余金 

当期首残高 342,589 6,998,000 29,000,498 36,341,088 83,073,932 

当期変動額           

剰余金の配当     △6,075,125 △6,075,125 △6,075,125 

当期純利益     10,342,327 10,342,327 10,342,327 

株主資本以外の項目の 

当期変動額(純額) 
          

当期変動額合計 ― ― 4,267,201 4,267,201 4,267,201 

当期末残高 342,589 6,998,000 33,267,700 40,608,289 87,341,133 

 

  

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他 

有価証券 

評価差額金 

評価・換算 

差額等合計 

当期首残高 1,626,775 1,626,775 84,700,707 

当期変動額       

剰余金の配当     △6,075,125 

当期純利益     10,342,327 

株主資本以外の項目の 

当期変動額(純額) 
△954,495 △954,495 △954,495 

当期変動額合計 △954,495 △954,495 3,312,705 

当期末残高 672,279 672,279 88,013,413 

 

  



 

   第 39期（自 2023年 4月 1日 至 2024 年 3月 31日） 

 (単位：千円) 

  

株主資本 

資本金 

資本剰余金 

資本 

準備金 

その他 

資本剰余金 

資本 

剰余金合計 

当期首残高 2,000,131 3,572,096 41,160,616 44,732,712 

当期変動額         

 企業結合による増加     

剰余金の配当         

当期純利益         

株主資本以外の項目の 

当期変動額(純額) 
        

当期変動額合計 ― ― ― ― 

当期末残高 2,000,131 3,572,096 41,160,616 44,732,712 

 

  

 

利益剰余金 

株主資本合計 利益 

準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余金 

合計 
別途 

積立金 

繰越利益 

剰余金 

当期首残高 342,589 6,998,000 33,267,700 40,608,289 87,341,133 

当期変動額           

企業結合による増加   1,602,526 1,602,526 1,602,526 

剰余金の配当     △5,171,039 △5,171,039 △5,171,039 

当期純利益     10,537,601 10,537,601 10,537,601 

株主資本以外の項目の 

当期変動額(純額) 
          

当期変動額合計 ― ― 6,969,087 6,969,087 6,969,087 

当期末残高 342,589 6,998,000 40,236,787 47,577,377 94,310,221 

 

  

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他 

有価証券 

評価差額金 

評価・換算 

差額等合計 

当期首残高 672,279 672,279 88,013,413 

当期変動額       

企業結合による増加   1,602,526 

剰余金の配当     △5,171,039 

当期純利益     10,537,601 

株主資本以外の項目の 

当期変動額(純額) 
1,265,319 1,265,319 1,265,319 

当期変動額合計 1,265,319 1,265,319 8,234,406 

当期末残高 1,937,598 1,937,598 96,247,820 

 

 



 

[注記事項] 

（重要な会計方針） 
1.有価証券の評価基準及び評価方法 
(1)子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法を採用しております。 
(2)その他有価証券 

市場価格のない株式等以外のもの 
    時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定)を採用してお

ります。 
市場価格のない株式等 

    移動平均法による原価法を採用しております。 

2.金銭の信託の評価基準及び評価方法 

時価法を採用しております。 

3.固定資産の減価償却の方法 
(1)有形固定資産及び投資不動産 

定率法を採用しております。ただし、1998 年 4 月 1 日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並び

に 2016 年 4月 1日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。 
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物       5年～50年 
器具備品     2年～20年 
投資不動産    3年～50年 

(2)無形固定資産 
定額法を採用しております。 
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(5 年)に基づく定額法を採用して

おります。 

4.外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しており

ます。 

5.引当金の計上基準 
(1)貸倒引当金 

貸付金等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 
(2)賞与引当金 

従業員賞与の支給に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。 
(3)役員賞与引当金 

役員賞与の支給に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。 
(4)退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計

上しております。 
    ①退職給付見込額の期間帰属方法 
     退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法について

は、給付算定式基準によっております。 
    ②数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法 

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10 年）による定額法に

より費用処理することとしております。 
数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（主として 10年）に

よる定額法により、発生した事業年度の翌期から費用処理することとしております。 
(5)役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。 
(6)時効後支払損引当金 

時効成立のため利益計上した収益分配金及び償還金について、受益者からの今後の支払請求に備えるた

め、過去の支払実績に基づく将来の支払見込額を計上しております。 



 

6.収益及び費用の計上基準 

当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主要な履行義務の内容及び当該履行義務

を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。 

(1)委託者報酬 

投資信託の信託約款に基づき信託財産の運用指図等を行っております。委託者報酬は、純資産総額に一定の報

酬率を乗じて日々計算され、確定した報酬を投資信託によって主に年 2 回受領しております。当該報酬は投資

信託の運用期間にわたり収益として認識しております。 

(2)投資顧問料 

顧客との投資一任及び投資助言契約に基づき運用及び助言を行っております。投資顧問料は、純資産総額

に一定の報酬率を乗じて計算され、確定した報酬を主に年 4 回受領しております。当該報酬は契約期間に

わたり収益として認識しております。 

7.その他財務諸表作成のための基礎となる事項 

グループ通算制度の適用 

グループ通算制度を適用しております。   



 

（貸借対照表関係） 

  ※1.有形固定資産及び投資不動産の減価償却累計額 

  
第 38期 

(2023年 3月 31日現在) 

第 39期 

(2024年 3月 31日現在) 

建物 1,006,606千円 498,805 千円 

器具備品 1,985,072千円 1,643,689千円 

投資不動産 163,978 千円 211,090 千円 

 

  ※2.関係会社に対する主な資産・負債 
  区分掲記した以外で各科目に含まれるものは次の通りであります。 

  
第 38期 

(2023年 3月 31日現在) 
第 39期 

(2024年 3月 31日現在) 

預金 40,165,058千円 39,776,992千円 

未収収益 15,046 千円 12,312 千円 

未払手数料 790,279 千円 886,173 千円 

その他未払金 77,007 千円 105,407 千円 

未払費用 277,358 千円 599,493 千円 

 

（損益計算書関係） 
※1.固定資産売却益の内訳 

  

第 38期 
（自 2022年 4月 1日 
 至 2023年 3月 31日） 

第 39期 
（自 2023年 4月 1日 
至 2024年 3月 31日） 

器具備品 - 16,229 千円 

          計 - 16,229 千円 

 

※2.固定資産売却損の内訳 

  

第 38期 
（自 2022年 4月 1日 
 至 2023年 3月 31日） 

第 39期 
（自 2023年 4月 1日 
至 2024年 3月 31日） 

器具備品 - 65,427 千円 

          計 - 65,427 千円 

 

※3.固定資産除却損の内訳 

  

第 38期 
（自 2022年 4月 1日 
 至 2023年 3月 31日） 

第 39期 
（自 2023年 4月 1日 
至 2024年 3月 31日） 

建物 1,047千円 15,825 千円 

器具備品 29,762 千円 3,986千円 

ソフトウェア 1,981千円 434千円 

          計 32,791 千円 20,246 千円 

 

※4.関係会社に対する主な取引 
  区分掲記した以外で各科目に含まれるものは次の通りであります。 

  

第 38期 
（自 2022年 4月 1日 
 至 2023年 3月 31日） 

第 39期 
（自 2023年 4月 1日 
至 2024年 3月 31日） 

支払手数料 4,893,312千円 5,006,309千円 

受取利息 10,236 千円 12,747 千円 

受取賃貸料 68,168 千円 152,876 千円 

法人税、住民税及び事業税 3,947,200千円 132,303 千円 

 



 

※5.減損損失 

第 38期（自 2022年 4月 1日 至 2023年 3月 31日） 

当社は、以下のとおり減損損失を計上しました。 

場所 用途 種類 金額 

東京都千代田区（本社） ホームページ ソフトウェア 315,350 千円 

 

当社は資産運用業の単一セグメントであるため、事業用資産に区別はなく、全社を 1 つのグルーピングと

しております。 

ホームページのリニューアルに伴い、現行のホームページについて将来の利用終了が見込まれるため帳簿

価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しました。 

なお、回収可能価額として使用価値を用いておりますが、割引率については使用見込期間が短いため考慮

していません。 

 

第 39期（自 2023年 4月 1日 至 2024年 3月 31日） 
当事業年度については、該当事項はありません。 

 

※6.企業結合関連費用 

第 38期（自 2022年 4月 1日 至 2023年 3月 31日） 

前事業年度については、該当事項はありません。 

 

第 39期（自 2023年 4月 1日 至 2024年 3月 31日） 
企業結合に伴うものであり、主にシステム統合費用などであります。 



 

（株主資本等変動計算書関係） 
第 38期（自 2022年 4月 1日 至 2023年 3月 31日） 
1.発行済株式の種類及び総数に関する事項 

  
当事業年度期首 
株式数 (株) 

当事業年度増加 
株式数 (株) 

当事業年度減少 
株式数 (株) 

当事業年度末 
株式数 (株) 

発行済株式         

普通株式 211,581 － － 211,581 

合計 211,581 － － 211,581 

 

2.配当に関する事項 
(1)配当金支払額 

2022年 6月 28日開催の定時株主総会において、次のとおり決議しております。 
① 配当金の総額 6,075,125千円 
② １株当たり配当額 28,713 円 
③ 基準日 2022年 3月 31日 
④ 効力発生日 2022年 6月 29日 

 

(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 
2023年 6月 28日開催の定時株主総会において、次のとおり決議しております。 

① 配当金の総額 5,171,039千円 
② 配当の原資 利益剰余金 
③ １株当たり配当額 24,440 円 
④ 基準日 2023年 3月 31日 
⑤ 効力発生日 2023年 6月 29日 

 

第 39期（自 2023年 4月 1日 至 2024年 3月 31日） 
1.発行済株式の種類及び総数に関する事項 

  
当事業年度期首 
株式数 (株) 

当事業年度増加 
株式数 (株) 

当事業年度減少 
株式数 (株) 

当事業年度末 
株式数 (株) 

発行済株式         

普通株式 211,581 － － 211,581 

合計 211,581 － － 211,581 

 

2.配当に関する事項 
(1)配当金支払額 

2023年 6月 28日開催の定時株主総会において、次のとおり決議しております。 
① 配当金の総額 5,171,039千円 
② １株当たり配当額 24,440 円 
③ 基準日 2023年 3月 31日 
④ 効力発生日 2023年 6月 29日 

 

(2)基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 
2024年 6月 26日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次のとおり 

提案しております。 
① 配当金の総額 45,747,620千円 
② 配当の原資 利益剰余金 
③ １株当たり配当額 216,218 円 
④ 基準日 2024年 3月 31日 
⑤ 効力発生日 2024年 6月 27日 



 

（リース取引関係） 
〈借主側〉 
オペレーティング・リース取引 
オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料 

  
第 38期 

（2023年 3月 31日現在） 
第 39期 

（2024年 3月 31日現在） 

1年内 962,809 千円 681,212千円 

1年超 1,532,728千円 851,515 千円 

合計 2,495,537千円 1,532,728千円 

 

（金融商品関係） 
1.金融商品の状況に関する事項 

(1)金融商品に対する取組方針 
資金運用については銀行預金、金銭の信託（合同運用指定金銭信託）で運用し、金融機関からの資金

調達は行っておりません。 
(2)金融商品の内容及びそのリスク 

投資有価証券は主として投資信託であり、価格変動リスクに晒されております。 
(3)金融商品に係るリスク管理体制 

内部管理規程に従って月次でリスク資本を認識し、経営会議に報告しております。 

 

2.金融商品の時価等に関する事項 
貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、市場価格のない株

式等は、次表には含まれておりません（（注２）参照）。 

 

第 38期(2023年 3月 31日現在) 

    
貸借対照表 

計上額（千円） 
時価（千円） 差額（千円） 

(1) 有価証券 1,579,691 1,579,691 － 

(2) 金銭の信託 10,400,000 10,400,000 － 

(3) 投資有価証券 12,022,365 12,022,365 － 

  資産計 24,002,056 24,002,056 － 

（注1）   「現金及び預金」、「未収委託者報酬」、「未払手数料」については短期間で決済されるため時価が帳

簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。 

（注2） 市場価格のない株式等 

関連会社株式（前事業年度の貸借対照表計上額 159,536 千円）は、市場価格がないため、記載し

ておりません。 

（注3） 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 
金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用する

ことにより、当該価額が変動することもあります。 

（注4） 金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額 

第 38期(2023年 3月 31日現在) （単位：千円） 

  1年以内 
1年超 
5年以内 

5年超 
10年以内 

10年超 

現金及び預金 51,733,041 － － － 

金銭の信託 10,400,000 － － － 

未収委託者報酬 16,753,855 － － － 

有価証券及び投資有価証券         

 その他有価証券のうち満期があるもの         

  投資信託 1,579,691 4,859,714 1,433,213 － 

合計 80,466,587 4,859,714 1,433,213 － 

  



 

第 39期(2024年 3月 31日現在) 

    
貸借対照表 

計上額（千円） 
時価（千円） 差額（千円） 

(1) 有価証券 15,283 15,283 － 

(2) 金銭の信託 10,500,500 10,500,500 － 

(3) 投資有価証券 13,788,071 13,788,071 － 

  資産計 24,303,855 24,303,855 － 

（注1）   「現金及び預金」、「未収委託者報酬」、「未払手数料」については短期間で決済されるため時価が帳

簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。 

（注2） 市場価格のない株式等 

関連会社株式（当事業年度の貸借対照表計上額 159,536 千円）は、市場価格がないため、記載し

ておりません。 

（注3）   金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用する

ことにより、当該価額が変動することもあります。 

（注4）   金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額 

 

第 39期(2024年 3月 31日現在) （単位：千円） 

  1年以内 
1年超 
5年以内 

5年超 
10年以内 

10年超 

現金及び預金 58,206,340 － － － 

金銭の信託 10,500,500 － － － 

未収委託者報酬 21,064,747 － － － 

有価証券及び投資有価証券         

 その他有価証券のうち満期があるもの         

  投資信託 15,283 5,351,373 347,505 11,696 

合計 89,786,871 5,351,373 347,505 11,696 

 



 

3.金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項 
金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の 3つのレベル

に分類しております。 

レベル1の時価： 観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当

該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価 
レベル2の時価： 観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル 1のインプット以外の時価の

算定に係るインプットを用いて算定した時価  
レベル3の時価： 観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価 

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらの

インプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低

いレベルに時価を分類しております。 

 

時価をもって貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債 

第 38期(2023年 3月 31日現在) 

区分 
時価（千円） 

レベル 1 レベル 2 レベル 3 合計 

有価証券 － 1,579,691 － 1,579,691 

金銭の信託 － 10,400,000 － 10,400,000 

投資有価証券 1,794,704 10,227,661 － 12,022,365 

資産計 1,794,704 22,207,352 － 24,002,056 

  

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明 
     有価証券及び投資有価証券 

     ETF（上場投資信託）は相場価格を用いて評価しております。ETFは活発な市場で取引されているため、

レベル 1の時価に分類しております。 

ETF（上場投資信託）以外の投資信託は基準価額を用いて評価しております。基準価額は観察可能な

インプットを用いて算出しているため、レベル 2の時価に分類しております。 

     金銭の信託 
     取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しており、レベル 2の時価に分類しております。 

 

第 39期(2024年 3月 31日現在) 

区分 
時価（千円） 

レベル 1 レベル 2 レベル 3 合計 

有価証券 － 15,283 － 15,283 

金銭の信託 － 10,500,500 － 10,500,500 

投資有価証券 2,014,968 11,773,103 － 13,788,071 

資産計 2,014,968 22,288,887 － 24,303,855 

 

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明 

     有価証券及び投資有価証券 

     ETF（上場投資信託）は相場価格を用いて評価しております。ETFは活発な市場で取引されているため、

レベル 1の時価に分類しております。 

ETF（上場投資信託）以外の投資信託は基準価額を用いて評価しております。基準価額は観察可能な

インプットを用いて算出しているため、レベル 2の時価に分類しております。 
     金銭の信託 
     取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しており、レベル 2の時価に分類しております。 

 

（有価証券関係） 
1.子会社株式及び関連会社株式 

第 38期（2023年 3月 31日現在）及び第 39期（2024年 3月 31日現在） 
関連会社株式（貸借対照表計上額は 159,536千円）は、市場価格がないため、記載しておりません。 



 

2.その他有価証券 
第 38期(2023年 3月 31日現在) 

  種類 
貸借対照表計上額 

（千円） 
取得原価 
（千円） 

差額（千円） 

貸借対照表計上額が 

取得原価を超えるもの 
株式 － － － 

債券 － － － 

その他 8,983,713 7,558,314 1,425,399 

小計 8,983,713 7,558,314 1,425,399 

貸借対照表計上額が 

取得原価を超えないもの 
株式 － － － 

債券 － － － 

その他 15,018,343 15,474,760 △456,417 

小計 15,018,343 15,474,760 △456,417 

合計 24,002,056 23,033,074 968,982 

(注)「その他」には、貸借対照表の「金銭の信託」（貸借対照表計上額は 10,400,000 千円、取得原価は 

10,400,000千円）を含めております。 

    

第 39期(2024年 3月 31日現在) 

  種類 
貸借対照表計上額 

（千円） 
取得原価 
（千円） 

差額（千円） 

貸借対照表計上額が 

取得原価を超えるもの 
株式 － － － 

債券 － － － 

その他 17,364,277 14,269,984 3,094,293 

小計 17,364,277 14,269,984 3,094,293 

貸借対照表計上額が 

取得原価を超えないもの 
株式 － － － 

債券 － － － 

その他 6,939,577 7,241,136 △301,559 

小計 6,939,577 7,241,136 △301,559 

合計 24,303,855 21,511,121 2,792,733 

(注)「その他」には、貸借対照表の「金銭の信託」（貸借対照表計上額は 10,500,500 千円、取得原価は

10,500,000千円）を含めております。 

 

3.売却したその他有価証券 
第 38期（自 2022年 4月 1日 至 2023年 3月 31日） 

種類 売却額（千円） 売却益の合計額（千円） 売却損の合計額（千円） 

株式 17,240 － 14,120 

債券 － － － 

その他 1,551,405 387,113 1,708 

合計 1,568,645 387,113 15,828 

 

第 39期（自 2023年 4月 1日 至 2024年 3月 31日） 

種類 売却額（千円） 売却益の合計額（千円） 売却損の合計額（千円） 

株式 － － － 

債券 － － － 

その他 3,750,272 464,927 57,011 

合計 3,750,272 464,927 57,011 

 



 

4.減損処理を行った有価証券 
前事業年度において、有価証券について 104,554千円（その他有価証券のその他 104,554千円）減損処理を

行っております。 
当事業年度において、有価証券について 31,651千円（その他有価証券のその他 31,651千円）減損処理を行

っております。 
なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ 50％以上下落した場合、及び 30％以上

50％未満下落し、回復可能性等の合理的反証がない場合に行っております。 

 

（退職給付関係） 
1.採用している退職給付制度の概要 

当社は、確定給付型の制度として、確定給付企業年金制度（積立型制度）及び退職一時金制度（非積立型

制度）を設けております。また確定拠出型の制度として、確定拠出年金制度を設けております。 

 

2.確定給付制度 
 (1)退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表 

  第 38期 
（自 2022年 4月 1日 
 至 2023年 3月 31日） 

  第 39期 
（自 2023年 4月 1日 
至 2024年 3月 31日） 

退職給付債務の期首残高 3,723,521 千円   3,582,778 千円 
 勤務費用 196,190     182,947   
 利息費用 25,925     39,626   
数理計算上の差異の 
発生額 

△186,130     △79,379   

退職給付の支払額 △176,727     △300,286   
過去勤務費用の発生額 －     －   
企業結合による影響額 －   226,499  

退職給付債務の期末残高 3,582,778     3,652,185   

 

(2)年金資産の期首残高と期末残高の調整表 
  第 38期 

（自 2022年 4月 1日 
 至 2023年 3月 31日） 

  第 39期 
（自 2023年 4月 1日 
至 2024年 3月 31日） 

年金資産の期首残高 2,583,927 千円   2,425,752 千円 
 期待運用収益 46,453     43,626   
数理計算上の差異の 
発生額 

△103,934     227,699   

 事業主からの拠出額 －     －   
 退職給付の支払額 △100,694     △204,536   

年金資産の期末残高 2,425,752     2,492,542   



 

(3)退職給付債務及び年金資産の期末残高と貸借対照表に計上された退職給付引当金及び前払年金費用の    

調整表 
  第 38期 

(2023年 3月 31日現在) 
  第 39期 

(2024年 3月 31日現在) 

積立型制度の 

退職給付債務 

2,468,195 千円   2,250,427 千円 

年金資産 △2,425,752     △2,492,542   

  42,442     △242,114   

非積立型制度の退職給付債務 1,114,583     1,401,758   

未積立退職給付債務 1,157,025     1,159,643   

未認識数理計算上の差異 281,343     558,841   

未認識過去勤務費用 △223,319     △157,957   

貸借対照表に計上された負債と

資産の純額 

1,215,049     1,560,527   

            

退職給付引当金 1,333,882     1,608,101   

前払年金費用 △118,832     △47,573   

貸借対照表に計上された負債と

資産の純額 

1,215,049     1,560,527   

 

(4)退職給付費用及びその内訳項目の金額 

  第 38期 
（自 2022年 4月 1日 
 至 2023年 3月 31日） 

  第 39期 
（自 2023年 4月 1日 
至 2024年 3月 31日） 

勤務費用 196,190 千円   182,947 千円 

利息費用 25,925     39,626   

期待運用収益 △46,453     △43,626   

数理計算上の差異の 
費用処理額 

△6,532     △29,581   

過去勤務費用の費用処理額 65,361     65,361   

退職給付制度の統合に係る 

調整額 

-   34,505  

その他 1,600     2,196    

確定給付制度に係る 
退職給付費用 

236,091     251,429   

（注）「その他」は受入出向者に係る出向元への退職給付費用負担額及び退職金です。「退職給付制度の統

合に係る調整額」は企業結合関連費用の一部として特別損失に計上しております。 

 

(5)年金資産に関する事項 
 ①年金資産の主な内訳 
   年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりであります。 

  第 38期 
(2023年 3月 31日現在) 

  第 39期 
(2024年 3月 31日現在) 

 債券 63.6 ％   62.0 ％ 
 株式 34.2     35.9   
 その他 2.2     2.1   

   合計 100     100   



 

  ②長期期待運用収益率の設定方法 
年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分と年金資産を構

成する多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮しております。 

 

 (6)数理計算上の計算基礎に関する事項 
主要な数理計算上の計算基礎 

  第 38期 
(2023年 3月 31日現在) 

  第 39期 
(2024年 3月 31日現在) 

 割引率 0.066～1.13％     1.39～1.41％   

 長期期待運用収益率 1.5～1.8％     1.5～1.8％   

 

3.確定拠出制度 
当社の確定拠出制度への要拠出額は、前事業年度 152,084 千円、当事業年度 164,524千円であります。 



 

（税効果会計関係） 
1.繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

  第 38期 
(2023年 3月 31日現在) 

  第 39期 
(2024年 3月 31日現在) 

繰延税金資産               

 減損損失   499,742 千円     389,750 千円 

 投資有価証券評価損   47,876       30,021   

 未払事業税   169,997       126,161   

 賞与引当金   260,221       362,002   

 役員賞与引当金   29,828       33,564   

 役員退職慰労引当金   23,169       9,218   

 退職給付引当金   408,434       492,400   

 減価償却超過額   227,100       199,986   

 差入保証金   52,869       －   

 資産除去債務   －      16,900   

 時効後支払損引当金   77,865       76,657   

 その他   212,315       227,182   

繰延税金資産 小計   2,009,420       1,963,847   

評価性引当額   －       －   

繰延税金資産 合計   2,009,420       1,963,847   

                

繰延税金負債               

前払年金費用   △36,386       △14,567   

 その他有価証券評価差額金   △296,702       △855,135   

 その他   △1,199       △5,308   

繰延税金負債 合計   △334,288       △875,010   

                

繰延税金資産の純額   1,675,132       1,088,836   



 

2.法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳 
第 38期（2023年 3月 31日現在）及び第 39期（2024年 3月 31日現在） 
法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差が法定実効税率の 100 分の 5 以下であるため

注記を省略しております。 
 

3.法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理 

当社は、グループ通算制度を適用しております。また、「グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び

開示に関する取扱い」（実務対応報告第 42号 2021年 8月 12日）に従って、法人税及び地方法人税の会計処理

又はこれらに関する税効果会計の会計処理並びに開示を行っております。 

 

（企業結合等関係） 

当社は、2023 年 7 月 31 日開催の取締役会において、三菱ＵＦＪ不動産投資顧問株式会社(旧商号：ＭＵ投

資顧問株式会社)と吸収分割契約を締結することを決議し、同日、吸収分割の効力発生日を 2023 年 10 月 1 日

とする吸収分割契約を締結いたしました。本吸収分割契約に基づき、当社と三菱ＵＦＪ不動産投資顧問株式

会社は、2023年 10月 1日付で吸収分割を実施いたしました。 

なお、2023 年 10 月 1日付で当社は「三菱ＵＦＪアセットマネジメント株式会社」へ商号変更しました。 

1.取引の概要 

(1)被取得企業の名称及びその事業の内容 

被取得企業の名称 三菱ＵＦＪ不動産投資顧問株式会社 

事業の内容    投資顧問業、私募投資信託の設定・運用等 

(2)企業結合日 

2023年 10月 1日 

(3)企業結合の法的形式 

当社と兄弟会社である三菱ＵＦＪ不動産投資顧問株式会社を吸収分割会社、当社を吸収分割承継会社とす

る無対価吸収分割 

(4)結合後企業の名称 

分割会社：三菱ＵＦＪ不動産投資顧問株式会社 

承継会社：三菱ＵＦＪアセットマネジメント株式会社 

(5)企業結合を行った主な理由 

法人投資家の運用ニーズが拡大しており、両社で取り組みを強化している法人投資家ビジネスにかかる運

用・営業等の関連機能を三菱ＵＦＪアセットマネジメント株式会社に統合することで、リソースやノウハ

ウの集約を通じた運用機能等の強化を図ってまいります。 

2.会計処理の概要 

「企業結合に関する会計基準（企業会計基準第 21号 2019年１月 16日）」及び「企業結合会計基準及び事業

分離等会計基準に関する適用指針（企業会計基準適用指針第 10号 2019年１月 16日）」に基づき、共通支配下

の取引として処理いたしました。 

 

（資産除去債務関係） 

資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの 

1.当該資産除去債務の概要 

 建物の不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務等であります。 

2.当該資産除去債務の金額の算定方法 

使用見込期間を取得から 15 年と見積り、割引率は 1.1%を使用して資産除去債務の金額を計算しております。 

3.当該資産除去債務の総額の増減 

 第 38期 
(2023年 3月 31日現在) 

第 39期 
(2024年 3月 31日現在) 

期首残高 － － 

有形固定資産の取得に伴う増加 － 1,420,750千円 

時の経過による調整額 － 7,835千円 

期末残高 － 1,428,586千円 

 

（収益認識関係） 

1.顧客との契約から生じる収益を分解した情報 

収益及び契約から生じるキャッシュ・フローの性質、金額、時期及び不確実性に影響を及ぼす主要な要因

に基づく区分に当該収益を分解した情報については、重要性が乏しいため記載を省略しております。 



 

2.顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報 

  収益を理解するための基礎となる情報は、「（重要な会計方針）の 6.収益および費用の計上基準」に記載の

とおりであります。 

3.顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当事業年度

末において存在する顧客との契約から翌事業年度以降に認識すると見込まれる収益の金額及び時期に関する

情報 

重要性が乏しいため記載を省略しております。 
 

（セグメント情報等） 
[セグメント情報] 
第 38期（自 2022年 4月 1日 至 2023年 3月 31日）及び第 39期（自 2023年 4月 1日 至 2024年 3月 31日） 
当社は、資産運用業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。 

 

[関連情報] 
第 38期（自 2022年 4月 1日 至 2023年 3月 31日）及び第 39期（自 2023年 4月 1日 至 2024年 3月 31日） 
1.製品及びサービスごとの情報 

単一の製品・サービスの区分の外部顧客への営業収益が損益計算書の営業収益の 90％を超えるため、記載

を省略しております。 

 

2.地域ごとの情報 
（1）営業収益 

投資信託の受益者の情報を制度上把握していないため、記載を省略しております。 
（2）有形固定資産 

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。 

 

3.主要な顧客ごとの情報 
投資信託の受益者の情報を制度上把握していないため、記載を省略しております。 

 

[報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報] 
当社は、資産運用業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。 

 

[報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報] 
当社は、資産運用業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。 

 

[報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報] 
当社は、資産運用業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。 



 

(関連当事者情報) 
1.関連当事者との取引 

(1) 財務諸表提出会社の親会社及び主要株主等 
第 38期（自 2022年 4月 1日 至 2023年 3月 31日） 

種

類 
会社等の 
名称 所在地 資本金 事業の 

内容 

議決権等 
の所有 
(被所有) 
割合 

関連当事者 
との関係 取引の内容 取引金額 

（注 5） 科目 期末残高 
（注 5） 

親

会

社 

㈱三菱 UFJ 
フィナンシャル・ 
グループ 

東京都 
千代田 
区 

2,141,513 
百万円 

銀行持株 
会社業 

  

被所有 
間接 

100.0％ 
  

連結納税等 
  
  

連結納税等

に伴う支払 
（注 1） 

3,947,200 
千円 

その他未払金 77,007 
千円 

親

会

社 

三菱 UFJ 
信託銀行㈱ 

東京都 
千代田 
区 

324,279 
百万円 

信託業、 
銀行業 

被所有 
直接 

100.0％ 

当社投資信託の 
募集の取扱及び 
投資信託に係る 
事務代行の委託 
等 
  

投資信託に 
係る事務代 
行手数料の 
支払 
（注 2） 

4,893,312 
千円 

未払手数料 790,279 
千円 

  

          投資の助言 
  
役員の兼任 
  

投資助言料 
（注 3） 

463,416 
千円 

  

未払費用 253,093 
千円 

                    

 

第 39期（自 2023年 4月 1日 至 2024年 3月 31日） 

種

類 
会社等の 
名称 所在地 資本金 事業の 

内容 

議決権等 
の所有 
(被所有) 
割合 

関連当事者 
との関係 取引の内容 取引金額 

（注 5） 科目 期末残高 
（注 5） 

親

会

社 

㈱三菱 UFJ 

フィナンシャル・ 

グループ 

東京都 

千代田 

区 

2,141,513 

百万円 

銀行持株 

会社業 

  

被所有 

間接 

100.0％ 

  

グループ通算制

度 

  

  

グループ通

算制度に伴う

通算税効果額 

（注 4） 

132,303 

千円 

その他未払金 105,407 

千円 

親

会

社 

三菱 UFJ 
信託銀行㈱ 

東京都 
千代田 
区 

324,279 
百万円 

信託業、 
銀行業 

被所有 
直接 

100.0％ 

当社投資信託の 
募集の取扱及び 
投資信託に係る 
事務代行の委託 
等 
  

投資信託に 
係る事務代 
行手数料の 
支払 
（注 2） 

5,006,309 

千円 
未払手数料 886,173 

千円 
  

          投資の助言 
  
役員の兼任 
  

投資助言料 
（注 3） 

463,831 

千円 
  

未払費用 260,800 

千円 

                    

取引条件及び取引条件の決定方針等 
（注）１．連結納税制度及びグループ通算制度に基づく法人税の支払予定額であります。 

２．投資信託に係る事務代行手数料については、商品毎に、過去の料率、市場実勢等を勘案して

決定しております。 
３. 投資助言料については、市場実勢を勘案して決定しております。 

４．グループ通算制度に基づく通算税効果額であります。 
５. 上記金額のうち、取引金額は消費税等を含まず、期末残高は消費税等を含んで表示しており

ます。 



 

(2)財務諸表提出会社と同一の親会社をもつ会社等 
第 38期（自 2022年 4月 1日 至 2023年 3月 31日） 

種

類 
会社等の 
名称 所在地 資本金 事業の 

内容 

議決権等 
の所有 
(被所有) 
割合 

関連当事者 
との関係 取引の内容 取引金額 

（注 2） 科目 期末残高 
（注 2） 

同

一

の

親

会

社

を

持

つ

会

社 

㈱三菱 UFJ 
銀行 

東京都 
千代田 
区 

1,711,958 
百万円 

銀行業 なし 
  

当社投資信託の 
募集の取扱及び 
投資信託に係る 
事務代行の委託 
等 

  
 

投資信託に 
係る事務代 
行手数料 
の支払 
（注 1） 
  
 

4,052,979 
千円 

 

 

 

 
 

 

 

未払手数料 
  
  
  
  
  
  
  
  
  
 

868,785 
千円 

 

同

一

の

親

会

社

を

持

つ

会

社 

三菱 UFJ 
モルガン・ 

スタンレー 
証券㈱ 

東京都 
千代田 
区 

40,500 
百万円 

証券業 なし 当社投資信託の 
募集の取扱及び 
投資信託に係る 
事務代行の委託 
等 
  

投資信託に 
係る事務代 
行手数料 
の支払 
（注 1） 

6,661,991 
千円 

未払手数料 1,218,051 
千円 

 

第 39期（自 2023年 4月 1日 至 2024年 3月 31日） 

種

類 
会社等の 
名称 所在地 資本金 事業の 

内容 

議決権等 
の所有 
(被所有) 
割合 

関連当事者 
との関係 取引の内容 取引金額 

（注 2） 科目 期末残高 
（注 2） 

同

一

の

親

会

社

を

持

つ

会

社 

㈱三菱 UFJ 
銀行 

東京都 
千代田 
区 

1,711,958 
百万円 

銀行業 なし 当社投資信託の 
募集の取扱及び 
投資信託に係る 
事務代行の委託 
等 

投資信託に 
係る事務代 
行手数料 
の支払 
（注 1） 

4,354,007 

千円 
 

未払手数料 1,028,586 

千円 

 

同

一

の

親

会

社

を

持

つ

会

社 

三菱 UFJ 
モルガン・ 
スタンレー 
証券㈱ 

東京都 
千代田 
区 

40,500 
百万円 

証券業 なし 当社投資信託の 
募集の取扱及び 
投資信託に係る 
事務代行の委託 
等 
  

投資信託に 
係る事務代 
行手数料 
の支払 
（注 1） 

7,493,449 

千円 
未払手数料 1,449,414 

千円 

 

取引条件及び取引条件の決定方針等 
(注)１. 投資信託に係る事務代行手数料については、商品毎に、過去の料率、市場実勢等を勘案して決

定しております。 
２. 上記金額のうち、取引金額は消費税等を含まず、期末残高は消費税等を含んで表示しておりま

す。 



 

2.親会社に関する注記 
株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ（東京証券取引所、名古屋証券取引所及びニューヨーク証券

取引所に上場） 
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社（非上場） 

 

（１株当たり情報） 

  
第 38期 

（自 2022年 4月 1日 
 至 2023年 3月 31日） 

第 39期 
（自 2023年 4月 1日 
至 2024年 3月 31日） 

１株当たり純資産額 415,979.76円 454,898.22円 

１株当たり当期純利益金額 48,881.17円 49,804.10円 

（注）1. 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載しておりま

せん。 

   2. １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

第 38期 
（自 2022年 4月 1日 
 至 2023年 3月 31日） 

第 39期 
（自 2023年 4月 1日 
至 2024年 3月 31日） 

当期純利益金額 （千円） 10,342,327 10,537,601 

普通株主に帰属しない金額 （千円） － － 

普通株式に係る当期純利益金額 
（千円） 

10,342,327 10,537,601 

普通株式の期中平均株式数 （株） 211,581 211,581 
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